
平成19年６月期　個別中間財務諸表の概要

　

平成19年２月14日

上場会社名 協和医科器械株式会社 上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ

コード番号 ３０５２ 本社所在都道府県 静岡県

(URL　http://www.kyowaika.jp/)

代　　表　　者 役職名　代表取締役社長　 氏名　　池 谷　保 彦　

問合せ先責任者 役職名　取締役経営管理本部長 氏名　　佐 野　良 直

　 　 ＴＥＬ　(０５４)３４５－８１４４　　

決算取締役会開催日 平成19年２月14日 　 　

単元株制度採用の有無 有(１単元　1,000株) 　 　

　

1.　18年12月中間期の業績（平成18年７月１日～平成18年12月31日）

(1) 経営成績　　　　　　　　　　　(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年12月中間期 22,990 (9.8) 53 (△48.1) 110 (△35.1)

17年12月中間期 20,940 (6.9) 103 (37.8) 170 (75.7)

 18年　６月 期 44,237 　 250 　 391 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年12月中間期 56 (1.8) 7 99

17年12月中間期 55    ( ― ) 185 82

 18年　６月 期 179 　 29 73
(注) ① 期中平均株式数 18年12月中間期 7,117,097株 17年12月中間期 301,068株 18年６月期 6,021,360株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

　
(2) 財政状態　　　　　　　　　　　(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年12月中間期 14,838 3,192 21.5 385 07

17年12月中間期 13,822 2,089 15.1 6,941 08

 18年　６月 期 14,512 2,229 15.4 370 33
(注) ① 期末発行済株式数 18年12月中間期 8,291,620株 17年12月中間期 301,068株 18年６月期 6,021,360株

　 ② 期末自己株式数 18年12月中間期 3,300株 17年12月中間期 ―株 18年６月期 ―株

　

2.　19年６月期の業績予想（平成18年７月１日～平成19年６月30日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 45,336 453 233

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　　28円　15銭
　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円)

　 中間期末 期末 年間

18年６月期 ― 8.00 8.00

19年６月期(実績) ― ―
10.00

19年６月期(予想) ― 10.00

　　※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定
な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があり
ます。
なお、上記予想に関する事項は中間決算短信(連結)添付資料の８ページを参照して下さい。
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年12月31日)

当中間会計期間末

(平成18年12月31日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成18年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 441,687 　 　 1,767,327 　 　 2,497,749 　 　

　２　受取手形 ※４ 547,088 　 　 534,159 　 　 738,174 　 　

　３　売掛金 　 8,226,353 　 　 7,811,889 　 　 6,997,934 　 　

　４　たな卸資産 　 1,990,306 　 　 1,817,909 　 　 1,677,239 　 　

　５　その他 　 335,563 　 　 400,528 　 　 308,227 　 　

　　　貸倒引当金 　 △14,270 　 　 △16,768 　 　 △18,421 　 　

　　　流動資産合計 　 　 11,526,729 83.4 　 12,315,045 83.0 　 12,200,905 84.1

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 土地 ※２ 810,973 　 　 810,973 　 　 810,973 　 　

　　(2) その他 ※1.2 486,663 　 　 490,530 　 　 483,373 　 　

　　　有形固定資産合計 　 1,297,636 　 　 1,301,503 　 　 1,294,346 　 　

　２　無形固定資産 　 74,140 　 　 161,597 　 　 64,163 　 　

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資その他の資産 ※２ 962,772 　 　 1,096,829 　 　 990,878 　 　

　　　　貸倒引当金 　 △38,513 　 　 △36,065 　 　 △37,409 　 　

　　　投資その他の資産
　　　合計

　 924,258 　 　 1,060,763 　 　 953,468 　 　

　　　固定資産合計 　 　 2,296,036 16.6 　 2,523,865 17.0 　 2,311,978 15.9

　　　資産合計 　 　 13,822,765 100.0 　 14,838,910 100.0 　 14,512,884 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年12月31日)

当中間会計期間末

(平成18年12月31日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成18年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 ※2.4 6,030,953 　 　 6,885,302 　 　 7,604,812 　 　

　２　買掛金 ※２ 4,083,614 　 　 3,929,760 　 　 3,506,911 　 　

　３　短期借入金 ※２ 837,000 　 　 60,000 　 　 283,000 　 　

　４　一年以内返済予定の
　　　長期借入金

※２ 18,000 　 　 19,400 　 　 69,400 　 　

　５　一年以内償還予定の
　　　社債

　 200,000 　 　 ― 　 　 200,000 　 　

　６　その他 ※５ 370,972 　 　 516,474 　 　 421,808 　 　

　　　流動負債合計 　 　 11,540,540 83.5 　 11,410,937 76.9 　 12,085,932 83.3

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※２ 13,000 　 　 ― 　 　 2,500 　 　

　２　退職給付引当金 　 49,275 　 　 69,660 　 　 59,976 　 　

　３　その他 　 130,210 　 　 165,443 　 　 134,573 　 　

　　　固定負債合計 　 　 192,485 1.4 　 235,103 1.6 　 197,049 1.3

　　　負債合計 　 　 11,733,025 84.9 　 11,646,041 78.5 　 12,282,982 84.6

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 373,000 2.7 　 ─ ─ 　 ― ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 281,861 　 　 ─ 　 　 ― 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 281,861 2.0 　 ─ ─ 　 ― ─

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 22,500 　 　 ─ 　 　 ― 　 　

　２　任意積立金 　 1,137,597 　 　 ─ 　 　 ─ 　 　

　３　中間未処分利益 　 56,517 　 　 ─ 　 　 ─ 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 1,216,614 8.8 　 ─ ─ 　 ─ ─

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 218,263 1.6 　 ─ ─ 　 ─ ─

　　　資本合計 　 　 2,089,739 15.1 　 ─ ─ 　 ─ ─

　　　負債及び資本合計 　 　 13,822,765 100.0 　 ─ ─ 　 ─ ─
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前中間会計期間末

(平成17年12月31日)

当中間会計期間末

(平成18年12月31日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成18年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 823,654 　 　 373,000 　

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 730,243 　 　 281,861 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 730,243 　 　 281,861 　

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ― 　 　 22,500 　 　 22,500 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　特別償却準備金 　 ― 　 　 6,598 　 　 8,798 　 　

　　　　別途積立金 　 ― 　 　 1,260,000 　 　 1,120,000 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 59,382 　 　 188,424 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 1,348,481 　 　 1,339,723 　

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △1,324 　 　 ― 　

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 2,901,055 19.5 　 1,994,585 13.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― ― 　 291,814 　 　 235,317 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 291,814 2.0 　 235,317 1.6

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 3,192,869 21.5 　 2,229,902 15.4

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 14,838,910 100.0 　 14,512,884 100.0
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日)

当中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 20,940,719 100.0 　 22,990,304 100.0 　 44,237,350 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 18,511,203 88.4 　 20,492,856 89.1 　 39,286,310 88.8

　　　売上総利益 　 　 2,429,515 11.6 　 2,497,447 10.9 　 4,951,039 11.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 2,326,327 11.1 　 2,443,912 10.7 　 4,700,519 10.6

　　　営業利益 　 　 103,187 0.5 　 53,534 0.2 　 250,519 0.6

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 84,791 0.4 　 84,818 0.4 　 167,987 0.4

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 17,300 0.1 　 27,566 0.1 　 27,292 0.1

　　　経常利益 　 　 170,678 0.8 　 110,786 0.5 　 391,214 0.9

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 29,951 0.2 　 2,877 0.0 　 25,359 0.0

Ⅶ　特別損失 ※４ 　 59,203 0.3 　 1,107 0.0 　 62,741 0.1

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 141,426 0.7 　 112,556 0.5 　 353,832 0.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 59,747 　 　 58,168 　 　 163,611 　 　

　　　法人税等調整額 　 25,734 85,481 0.4 △2,540 55,627 0.3 11,166 174,778 0.4

　　　中間(当期)純利益 　 　 55,945 0.3 　 56,929 0.2 　 179,054 0.4

　　　前期繰越利益 　 　 572 　 　 　 　 　 　 　

　　　中間未処分利益 　 　 56,517 　 　 　 　 　 　 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)
　

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成18年６月30日残高
(千円)

373,000 281,861 281,861 22,500 8,798 1,120,000 188,424 1,339,723

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 450,654 448,381 448,381 　 　 　 　 ―

　剰余金の配当 　 　 ― 　 　 　 △48,170 △48,170

　特別償却準備金の取崩 　 　 ― 　 △2,199 　 2,199 ―

　別途積立金の積立 　 　 ― 　 　 140,000 △140,000 ―

　中間純利益 　 　 ― 　 　 　 56,929 56,929

　自己株式の取得 　 　 ― 　 　 　 　 ―

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額
　(純額)

　 　 ― 　 　 　 　 ―

中間会計期間中の変動額
合計(千円)

450,654 448,381 448,381 ― △2,199 140,000 △129,041 8,758

平成18年12月31日残高
(千円)

823,654 730,243 730,243 22,500 6,598 1,260,000 59,382 1,348,481

　

項目

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年６月30日残高
(千円)

― 1,994,585 235,317 235,317 2,229,902

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　新株の発行 　 899,036 　 ― 899,036

　剰余金の配当 　 △48,170 　 ― △48,170

　特別償却準備金の取崩 　 ― 　 ― ―

　別途積立金の積立 　 ― 　 ― ―

　中間純利益 　 56,929 　 ― 56,929

　自己株式の取得 △1,324 △1,324 　 ― △1,324

　株主資本以外の項目の
　中間会計期間中の変動額
　(純額)

　 ― 56,497 56,497 56,497

中間会計期間中の変動額
合計(千円)

△1,324 906,470 56,497 56,497 962,967

平成18年12月31日残高
(千円)

△1,324 2,901,055 291,814 291,814 3,192,869
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前事業年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)

　

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却

準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

平成17年６月30日残高
(千円)

373,000 281,861 281,861 22,500 20,709 1,020,000 142,619 1,205,829 1,860,691

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 ― 　 　 　 △45,160 △45,160 △45,160

　特別償却準備金の取崩 　 　 ― 　 △11,911 　 11,911 ― ―

　別途積立金の積立 　 　 ― 　 　 100,000 △100,000 ― ―

　当期純利益 　 　 ― 　 　 　 179,054 179,054 179,054

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額
　(純額)

　 　 ― 　 　 　 　 ― ―

事業年度中の変動額合計
(千円)

― ― ― ― △11,911 100,000 45,805 133,893 133,893

平成18年６月30日残高
(千円)

373,000 281,861 281,861 22,500 8,798 1,120,000 188,424 1,339,723 1,994,585

　

項目

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成17年６月30日残高
(千円)

180,487 180,487 2,041,178

事業年度中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当 　 ― △45,160

　特別償却準備金の取崩 　 ― ―

　別途積立金の積立 　 ― ―

　当期純利益 　 ― 179,054

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額
　(純額)

54,829 54,829 54,829

事業年度中の変動額合計
(千円)

54,829 54,829 188,723

平成18年６月30日残高
(千円)

235,317 235,317 2,229,902
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

前事業年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　①子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法

　　②その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　①子会社株式及び関連会社株式

　　　同左

　　②その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　①子会社株式及び関連会社株式

　　　同左

　　② その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　　　時価のないもの

　　　　同左

　　　時価のないもの

　　　　同左

　(2) たな卸資産

　①商品　　移動平均法による

　　　　　　原価法

　②貯蔵品　最終仕入原価法

　(2) たな卸資産

　　①商品　　同左

　　　

　　②貯蔵品　同左

　(2) たな卸資産

　　①商品　　同左

　　

　　②貯蔵品　同左

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法

　　　ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法を

採用しております。

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　同左

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　同左

　　　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

　　　 　

その他
「建物」

10年～50年

その他
「工具器具備品」

４年～10年
　

　 　

　(2) 無形固定資産

　　　定額法

　　　自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法

によっております。

　(2) 無形固定資産

　　　同左

　(2) 無形固定資産

　　　同左

　(3) 長期前払費用

　　　定額法

　(3) 長期前払費用

　　　同左

　(3) 長期前払費用

　　　同左
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前中間会計期間

(自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

前事業年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

３　繰延資産の処理方法

　　―

３　繰延資産の処理方法　　

　　株式交付費

支出時に全額費用として処理

しております。

　 (追加情報)

平成18年９月14日を払込期日

とする一般募集による新株式

の発行は、引受証券会社が引

受価額(465円)で買取引受を行

い、これを引受価額と異なる

発行価格(500円)で一般投資家

に販売するスプレッド方式に

よっております。スプレッド

方式では、発行価格と引受価

額の差額63,000千円(＝(500

円－465円)×1,800,000株)が

事実上の引受手数料となり、

引受価額と同一の発行価格で

一般投資家に販売する従来の

方式であれば株式交付費とし

て処理されていたものであり

ます。このため、従来の方式

によった場合に比べ、株式交

付費の額と資本金及び資本剰

余金合計額は、63,000千円少

なく計上され、経常利益及び

税引前中間純利益は多く計上

されております。

３　繰延資産の処理方法

　　―

　

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　

　(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末におけ

る退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。

　(2) 退職給付引当金

　　　同左

　(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務の見込額に基づき計上し

ております。

５　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移

転するものと認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

５　リース取引の処理方法

　　同左

５　リース取引の処理方法

　　同左

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

６　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　　　同左

６　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　　　同左
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会計処理の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

前事業年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

─ ─

　

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

　当事業年度から、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17

年12月９日　企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

　なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,229,902千円であ

ります。

　財務諸表等規則の改正により、当

事業年度は、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。

─ (自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準等の一部改正)

　当中間会計期間から、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」(企業会計基準委

員会最終改正平成18年８月11日　企

業会計基準第１号)及び「自己株式及

び準備金の額の減少等に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準委員

会　最終改正平成18年８月11日　企

業会計基準適用指針第２号)を適用し

ております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

　中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

─
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追加情報

　
前中間会計期間

(自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

前事業年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

─ (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等)

　前事業年度下期より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準委員会　平成17

年12月９日　企業会計基準第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準適用指針第８号)を

適用しております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

　なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,192,869千円であ

ります。

─
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年12月31日)

当中間会計期間末
(平成18年12月31日)

前事業年度末
(平成18年６月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　 1,019,836千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　1,054,692千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　1,031,836千円

※２　担保資産及び担保付債務

　(1) 担保に供している資産

その他
「建物」

265,988千円

土地 775,402千円

投資その他の
資産「投資
有価証券」

291,170千円

計 1,332,561千円

　(2) 上記担保に供している資産に

対する債務

支払手形 360,173千円

買掛金 284,520千円

短期借入金 780,000千円

一年以内
返済予定の
長期借入金

18,000千円

長期借入金 13,000千円

計 1,455,694千円

※２　担保資産及び担保付債務

　(1) 担保に供している資産

その他
「建物」

253,379千円

土地 775,402千円

投資その他の
資産「投資
有価証券」

380,860千円

計 1,409,642千円

　(2) 上記担保に供している資産に

対する債務

支払手形 286,489千円

買掛金 276,453千円

短期借入金 60,000千円

一年以内
返済予定の
長期借入金

19,400千円

計 642,343千円

※２　担保資産及び担保付債務

　(1) 担保に供している資産

その他
「建物」

258,016千円

土地 775,402千円

投資その他の
資産「投資
有価証券」

311,040千円

計 1,344,458千円

　(2) 上記担保に供している資産に

対する債務

支払手形 455,262千円

買掛金 207,631千円

短期借入金 283,000千円

一年以内
返済予定の
長期借入金

69,400千円

長期借入金 2,500千円

計 1,017,793千円

　３　偶発債務

下記の会社の営業取引に対

し、債務保証を行っておりま

す。

㈱オズ 33,828千円

　３　偶発債務

下記の会社の営業取引に対

し、債務保証を行っておりま

す。

㈱オズ 35,357千円

　３　偶発債務

下記の会社の営業取引に対

し、債務保証を行っておりま

す。

㈱オズ 21,984千円

※４　中間会計期間末日満期手形の

処理

　　　中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をして

おります。

なお、当中間会計期間末日

は、金融機関の休日であった

ため中間会計期間末日満期手

形が以下の科目に含まれてお

ります

受取手形 20,473千円

支払手形 208,272千円

※４　中間会計期間末日満期手形の

処理

　　　同左

　

　

　

　

　

　

　

　

受取手形 23,728千円

支払手形 197,454千円

※４　─

※５　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

※５　消費税等の取扱い

　　　同左

※５　─
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

前事業年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1,089千円

経営指導料 25,000千円

仕入割引 35,515千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1,334千円

経営指導料 25,000千円

仕入割引 42,089千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 2,249千円

経営指導料 50,000千円

仕入割引 70,690千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 15,834千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 5,048千円

株式交付費 19,189千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 22,987千円

※３　特別利益の主要項目

保険解約益 24,767千円

※３　―

　 　

※３　特別利益の主要項目

保険解約益 24,767千円

※４　特別損失の主要項目

　　　固定資産除却損

その他
「建物」

413千円

その他
「工具器具備品」

141千円

その他(除却費用) 247千円

計 802千円
　

※４　特別損失の主要項目

　　　固定資産除却損

その他
「建物」

317千円

その他
「工具器具備品」

690千円

その他(除却費用) 100千円

計 1,107千円

※４　特別損失の主要項目

　　　固定資産除却損

その他
「建物」

2,004千円

その他
「工具器具備品」

1,802千円

その他(除却費用) 447千円

計 4,253千円

役員退職慰労金 58,311千円

　　　当社は経営改革の一環として

役員退職慰労金制度を廃止

し、これに伴う打ち切り支給

として役員退職慰労金58,311

千円を特別損失に計上してお

ります。

　 　

　５　減価償却実施額

有形固定資産 33,289千円

無形固定資産 14,650千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 35,150千円

無形固定資産 11,531千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 70,664千円

無形固定資産 26,638千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) ― 3 ― 3
　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　 　　　　　　　　　　　　　３千株

　

前事業年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)

　自己株式に関する事項

　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

前事業年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1)  リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(単位：千円)

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間
期末残高
相当額

その他
「車両運搬具」

40,069 26,202 13,866

その他
「工具器具備
品」

173,401 74,854 98,546

無形固定資産
「ソフトウェ
ア」

1,182 1,024 157

合計 214,653 102,082 112,570

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1)  リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

(単位：千円)

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間
期末残高
相当額

その他
「車両運搬具」

29,942 19,649 10,292

その他
「工具器具備
品」

159,053 94,684 64,368

合計 188,995 114,334 74,661

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1)  リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

(単位：千円)

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

その他
「車両運搬具」

38,198 28,159 10,038

その他
「工具器具備
品」

170,499 89,354 81,145

無形固定資産
「ソフトウェ
ア」

1,182 1,143 39

合計 209,880 118,657 91,222

　(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 40,975千円

１年超 76,013千円

　合計 116,989千円

　(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 36,413千円

１年超 41,723千円

　合計 78,137千円

　(2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 39,570千円

１年超 55,646千円

　合計 95,217千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 23,852千円

減価償却費

相当額
21,215千円

支払利息相当額 2,595千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 21,912千円

減価償却費

相当額
19,746千円

支払利息相当額 1,581千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 46,321千円

減価償却費

相当額
41,565千円

支払利息相当額 4,505千円

　(4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

　(4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

　　　　同左

　(4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

　　　　同左

　　　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息

法によっております。

　　　利息相当額の算定方法

　　　　同左

　　　利息相当額の算定方法

　　　　同左

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 566千円

１年超 4,149千円

　合計 4,715千円
　

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 985千円

１年超 2,632千円

　合計 3,618千円

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年以内 984千円

１年超 3,125千円

　合計 4,110千円
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成17年12月31日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当中間会計期間末(平成18年12月31日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

前事業年度末(平成18年６月30日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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(重要な後発事象)

　
前中間会計期間

(自　平成17年７月１日
至　平成17年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

前事業年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

平成18年５月12日開催の当社取締役会

の決議に基づき、平成18年５月31日を

もって次のように株式分割による新株

式を発行しております。

　　 平成18年５月31日をもって普通

　　 株式１株につき20株に分割しま

　　 す。

  ①分割により増加する株式数

 　 普通株式　5,720,292株

  ②分割の方法

　  平成18年５月30日を基準日とし

　　て株主の所有株式数を、１株に

　　つき20株に分割する。

─ ─

─ ─ 当社は平成18年９月15日付で㈱ジャス

ダック証券取引所に株式を上場してお

ります。株式上場に当たり、平成18年

８月11日及び平成18年８月25日開催の

取締役会において、以下のとおり新株

式の発行を決議し、平成18年９月14日

に払込が完了いたしました。

この結果、平成18年９月14日付で資本

金は792,400千円、発行済株式総数は

7,821,360株となっております。

①募集の方法       ：一般募集(ブックビル　

　　　　　　　　　　 ディング方式による

　　　　　　　　　   募集）

②発行する株式の　 ：普通株式1,800,000株

　種類及び数

③発行価格　　　　 ：１株につき　　500円

　一般募集はこの価格にて行いました。

④引受価額　　　　 ：１株につき　　465円

　この価額は当社が引受人より１株当たり　

　の新株式払込金として受取った金額であ

　ります。

　なお、発行価格と引受価額との差額の総

　額は、引受人の手取金となります。

⑤発行価額　　　　 ：１株につき　　383円

　　　　　　　　　   (資本組入額　233円)

⑥発行価額の総額　 ：　　　　689,400千円

⑦払込金額の総額　 ：　　　　837,000千円

⑧資本組入額の総額 ：　　　　419,400千円

⑨払込期日　　　　 ：平成18年９月14日

⑩資金の使途　　　 ：社債の償還資金及び

　　　　　　　　　　 次期基幹コンピュー

　　　　　　　　　　 タシステムの開発資

　　　　　　　　　　 金の一部に充当し残

　　　　　　　　　　 額を運転資金とする

　　　　　　　　　　 計画であります。
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